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建 学  の  精  神

社会性・創造性・合理性を身につけ、
広く国際未来社会で活躍し得る
有為な人材の育成をめざす

社会性
今や、人類共存の理念は、地球の資源問題、環境問題を抜きに
考えられない時代を迎えました。地球規模で進行しつつある高
齢化社会に伴う労働社会問題、低迷を続ける国際経済問題、発
展途上国における社会経済問題等々、解決すべき問題は山積し
ています。これら全人類の課題と取り組み、人類の繁栄と幸福
を推進するため、和を重んじ、心豊かな社会性に富む人間を育
成し、学際領域にも及ぶ総合的教育研究を行います。

創造性
今日、科学技術・学術研究の先端が次々に新しい展開をしてお
り、大学としてその時代の最先端をどのようにリードしていく
かという課題に直面しています。しかし、大切なことは、一方
的な技術の振興を図ることではなく、技術の進歩と人間性の調
和を図りつつ世界への貢献を果たさなければなりません。人類
の生き方について、未来からの挑戦を受けていると言われる今
日において、学問の世界は、まさに自然科学はもとより人文・
社会科学などの分野においても激動の時代を迎え、学際的な領
域から価値の見直しが迫られています。知の継承、創造の拠点
である大学はより国際競争力を強化し、大学の多様性を発揮し
て、このような時代において、総合的見地から、国際未来社会
を切り拓く創造性豊かな教育研究を行います。

合理性
高度情報化社会を迎え、情報量は増大し、情報なくして個々の
人間は、自己の意思決定すら出来ない感を呈しています。科学
技術の発達は、人々の生活様式を変え、価値観にも大きな影響
を及ぼすことから、科学技術の独り歩きは許されるところでは
ありません。従って、科学技術のコントロールの完全を期する
とともに人間性の発揚に心がけ、未来社会を切り拓く信念が重
要となります。このため、合理性ある教育研究の場を醸成しま
す。

このように本学の建学の精神は、社会性・創造性・合理性を身
につけ、広く国際未来社会で活躍し得る有為な人材の育成を目
指すものであります。



　2012 年度は主要国での政権交代や、欧州経済不安、中国・韓国・北朝鮮などとの外交問題、また、国内では、民
主党政権から自民党政権に代わり、デフレ脱却に向け急激に進路を変えつつあり、まさに激動期に突入いたしまし
た。
　本学では、このようなグローバル化する社会の動きを見据えつつ、「国際未来社会で活躍し得る有為な人材の育成
をめざす」という建学の精神の具現化に向け、「教育の質の向上」、「教育研究環境の充実」、「地域交流と社会貢
献の推進」の３つを 2012 年度の柱に据え、諸施策を着実に実施してまいりました。
　「教育の質の向上」では、教育の原点であるディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー及びアドミッション・
ポリシーを堅持し、とりわけ学士課程教育においては、「学士」として相応しい学力と人間力を身に付けるための教
育を実践してまいりました。浦安キャンパスの 4学部では、学士力を強化すべく 2010 年度に行ったカリキュラム改
革により、専門教育の充実はもちろんのこと学生の社会人基礎力の修得を図ってまいりました。また、国際性の涵養
を目的とした海外研修・留学制度、厳しい雇用環境下で内定を勝ちとるための就職対策、学生データベースを利用し
た懇切丁寧な学生指導などにも注力し、入学から卒業・就職まで一貫した教育の質の向上を図ってまいりました。さ
らに外国語学部においては、グローバル社会の著しい進展に対応できる人材を育成するために教育課程の抜本的改革
に着手し、その基本方針を策定いたしました。一方、歯学部では、知識・技術・感性を備えた臨床に強い歯科医師の
養成と歯科医師国家試験合格率の向上をめざし、学生データベースによる授業の出欠管理と指導を強化するなど、き
め細やかな教育を実践してまいりました。なお、第 106 回歯科医師国家試験の新卒受験者の合格率は 78.2％で、私
立歯科大学 17校の平均は上回りましたが、前年実績の 80.0％には及びませんでした。今後、一層の合格率の向上を
目指し全力を挙げてまいります。また、大学院歯学研究科では、より専門性の高い人材を育成するため、高度な臨床
知識と技術を備えた歯科医師を養成する「高度口腔臨床科学コース」と基礎歯科医学を支える優秀な研究者を養成す
る「口腔生命科学コース」を設置するとともに、教育課程に最新の歯科理論・技術を提供している歯科医師生涯研修
プログラムを組み込み、今春から新たにスタートすることとなりました。
　「教育研究環境の充実」では、より効果的な教育研究に資するため、浦安キャンパスでは年次計画に基づく講義室
の機能向上、サイバーキャンパスの一環として学生情報提供システムの構築、快適なキャンパスライフを提供するた
めに学生ホールのリニューアルを行いました。歯学部では美観向上・老朽化対策を進めつつ、学修環境の改善はもち
ろんのこと、最先端の研究や高度な歯科医療サービス提供に必要な設備の充実を図りました。
　「地域交流と社会貢献の推進」では、オープンカレッジをはじめ図書館の市民開放事業や公開講座による生涯学習
の推進、付属病院や PDI 歯科診療所による高度な歯科医療サービスの提供、現役歯科医師に対する生涯研修の実施、
キャンパスが立地する坂戸市・浦安市との行政施策面での協力・支援など、地域社会における大学の役割を果たし、
本学の知的・人的資源を広く社会に還元すべく様々な施策に取組んでまいりました。とりわけ、設立 20周年を迎え
たオープンカレッジは地域社会のニーズに応えたプログラムの提供と計画的な施設・設備のリニューアルにより、生
涯学習の拠点として確固たる地位を確立してまいりました。
　本学の社会的評価を高めるために、これらの取組みや魅力をタイムリーに情報発信すべく、引き続きウェブやマス
メディアを利用した広報活動に力を入れた結果、2013 年度入学試験において、全体ではほぼ前年度並みの志願者と
入学者を確保することができました。ただし、日中、日韓の関係悪化と、それに関連した外国人留学生の大幅な減少
により、残念ながら日本語学科、中国語学科、経済学科、不動産学科の 4学科では定員を充足することができません
でした。
　一方、財務面につきましては、必要性・緊急性・費用対効果等を十分に吟味した予算執行に努めた結果、適切な収
支バランスを維持することができました。とりわけ資産運用におきましては、安全性と効率性を重視した運用方針と
組織的な管理体制の下、経済・金融情勢等の動向を的確に判断し、安定した運用益を計上することができました。
　なお、2012 年度は、公益財団法人日本高等教育評価機構による認証評価（第三者評価）を受審し、この 3月に同
機構が定める大学評価基準に適合していると認定されました。今後さらなる大学の発展に鋭意努力してまいりますの
で、引き続きよろしくお願い申し上げます。

　　　　2013 年 5月 21日

　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人　明海大学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　
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学 校 法 人 の 概 要

学校法人城西歯科大学設立
埼玉県坂戸市に城西歯科大学を開学
歯学部付属病院を開設  
大学院歯学研究科博士課程を設置
メキシコ合衆国メキシコ州立自治大学と姉妹校提携
埼玉県入間市に PDI 埼玉歯科診療所を開設 
中華人民共和国北京医科大学口腔医学院（現 北京大学）と姉妹校提携
千葉県浦安市に外国語学部（第一部・第二部）経済学部（第一部・第二部）を設置
法人の名称を学校法人明海大学に、大学の名称を明海大学に改称
岐阜県瑞穂市の朝日大学と姉妹校提携
アメリカ合衆国アラバマ大学バーミングハム校、ニューヨーク州立大学バッファロー校と姉妹校提携
外国語学部に教職課程を設置
中華人民共和国北京師範大学と姉妹校提携
浦安キャンパスに別科日本語研修課程を設置 
タイ王国サウス・イースト・エイシア・カレッジ、カナダサスカチュワン大学歯学部と姉妹校提携
浦安キャンパスに不動産学部（第一部・第二部）を設置
アメリカ合衆国カルフォルニア大学ロサンゼルス校歯学部と姉妹校提携
浦安キャンパスにオープンカレッジを開設、中華人民共和国北京外国語学院（現 北京外国語大学）と姉妹校提携
台湾東呉大学外国語文学院と学生派遣提携
ニュージーランド国立ウェリントン教育大学（現 ビクトリア大学）と姉妹校提携
イギリスシェフィールド・ハーラム大学テソル・センターと学生派遣合意書締結
大韓民国産業大学校（現 慶雲大学校）、大邸専門大学（現 大邸科学大学）と学生相互派遣協定締結
浦安キャンパスに大学院応用言語学研究科・経済学研究科・不動産学研究科修士課程を設置
台湾東呉大学と姉妹校提携
大韓民国同徳女子大学校と学術交流協定締結、オーストラリアセントラルクインズランド大学と学術交流協定締結
台湾銘傳大学と学術交流協定締結
イギリスレディング大学と学生派遣合意書締結
外国語学部（第一部）、経済学部（第一部）、不動産学部（第一部）に編入学定員を設定
オーストラリアモナッシュ大学と学生派遣合意書締結
カナダアルバータ大学と学生派遣合意書締結
浦安キャンパスに大学院応用言語学研究科・不動産学研究科博士後期課程を設置
外国語学部（第一部・ 第二部）経済学部（第一部・第二部）不動産学部（第一部・第二部）を昼夜開講制に改組
ＩＮＴ教育センター（現 総合教育センター）を設置
アメリカ合衆国セントラルフロリダ大学と交換留学合意書締結
中華人民共和国復旦大学、浙江大学と学生派遣合意書締結、浦安市と相互協力に関する合意書締結
大韓民国建国大学校と学術交流協定締結
大韓民国釜山外国語大学校と学術交流協定締結
台湾大葉大学と学術交流協定締結
大韓民国忠南大学校と学術交流協定締結、中華人民共和国第四軍医大学と姉妹校提携
中華人民共和国第四軍医大学と学術交流協定締結
浦安市と浦安キャンパスメディアセンター（図書館）が行う市民開放事業に関する協定締結
浦安市と学生の社会貢献活動の推進に関する協定締結
台湾南台科技大学と学術交流協定締結
大韓民国江原大学校と交流協力覚書締結
東京都渋谷区に明海大学ＰＤＩ東京歯科診療所を開設 
浦安キャンパスに明海大学ＰＤＩ浦安歯科診療所を開設 
台湾国立政治大学と学術交流協定締結
浦安キャンパスにホスピタリティ・ツーリズム学部を設置 
台湾義守大学と学術交流合意書締結
フィンランドトゥルク大学歯学部と姉妹校提携
千葉県勝浦市に明海大学セミナーハウス勝浦コテージを開設 
浦安キャンパスに不動産研究センターを設置
公益財団法人日本高等教育評価機構による認証評価により大学評価基準に適合していると認定
アメリカ合衆国ハワイ大学と学術交流合意書締結
財団法人日本不動産研究所と研究交流協定締結
イタリアシエナ大学歯学部と文化学術交流協定締結
イギリスブライトン大学と学生派遣合意書締結
イギリスカンタベリークライストチャーチ大学と学生派遣合意書締結
公益財団法人日本高等教育評価機構による認証評価により大学評価基準に適合していると認定
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■■　学校法人の沿革



学　部　等 学 科 ･ 研 究 科 等 開設年度 入 学 定 員 収 容 定 員 現　員

外国語学部
日本語学科 1988 年 　　85 　　330 325
英米語学科 1988 年 　 210 　 820 765
中国語学科 1988 年 　　75 　　290 157

経済学部 経済学科 1988 年 　430 　1,660 1,640
不動産学部 不動産学科 1992 年 265 1,030 667
ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ･ﾂｰﾘｽﾞﾑ学部 ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ ･ ﾂｰﾘｽﾞﾑ学科 2005 年 　 200 　 800 751
歯学部 歯学科 1970 年 　 120 　 720 773

大学院

応用言語学研究科　博士前期課程 1998 年 　　15 　　30 32
応用言語学研究科　博士後期課程 2000 年 5 15 10
経済学研究科　修士課程 1998 年 　　15 　　30 21
不動産学研究科　博士前期課程 1998 年 　　15 　　30 19
不動産学研究科　博士後期課程 2000 年 　　3 　　9 10
歯学研究科　博士課程 1977 年 　　18 　　72 60

別科 日本語研修課程 1991 年   　 65   　 65 39
合　　計   1,521   5,901 5,269

　 　（注記）
　　　   3 年次編入学を含む

埼玉県坂戸市 歯学部　大学院　歯学研究科　明海大学病院
埼玉県入間市 PDI 埼玉歯科診療所

千葉県浦安市
外国語学部　経済学部　不動産学部　ホスピタリティ・ツーリズム学部
大学院　応用言語学研究科・経済学研究科・不動産学研究科
別科日本語研修課程　PDI 浦安歯科診療所

千葉県勝浦市 明海大学セミナーハウス「勝浦コテージ」
東京都渋谷区 東京事務所　監査・評価室　PDI 東京歯科診療所
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学 校 法 人 の 概 要

■■　資産の総額

■■　主たる事務所

■　施設の所在地

■■　設置する学校・学部・学科等及び学生数

■■　役員・評議員

　139,543,832,161 円（2013 年 3月 31日現在）

　埼玉県坂戸市けやき台 1番 1号

　　 明海大学

　 【評議員】定員（28人以上 34人以内）　現員（33人）

　 【役　員】　定員（理事 7人以上 13人以内　監事 2人）　現員（理事 12人　監事 2人）

理 事 長 宮田　　侑 　理　事 安井　利一 　理　事 岡村　明夫 　監　事 永松　榮司
常務理事 増岡　由弘 　理　事 小杉　秀雄 　理　事 地下　和弘 　監　事 小笠原　昭
常務理事 宮田　　淳 　理　事 宮田　捷信 　
常務理事 市川　重雄 　理　事 中嶌　　裕 　
常務理事 梅澤　伸男 　理　事 鳥飼　重和

宮田　　侑 安井　利一 青木　忠明 宮田　捷信 大友　克之 地下　和弘 佐々木康史
増岡　由弘 小杉　秀雄 木野村孝子 金子　裕介 中嶌　　裕 中山　浩之 申　　基喆
宮田　　淳 片山伊九右衛門 尾上　恭平 南　　直臣 増岡　太郎 鳥飼　重和 坂上　　宏
市川　重雄 新藤　宣夫 清村　　寛 高橋　偉茂 谷澤　　律 草間　　薫
梅澤　伸男 新井　千秋 河津　　寛 池下龍一郎 朝日　讓治 岡村　明夫



■■　専任教職員数
　 【教育職】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【事務職等】

                                                                                                【医療職】

学　部　等 人数
学長 1
外国語学部 36
経済学部 29
不動産学部 19
ホスピタリティ・ツーリズム学部 14
歯学部 128
総合教育センター 21
別科 3

合　　計 251
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事務局長　　　　　　　　　       地下　和弘
法人事務部長　　　　　　　       遠藤　和也
財務課長　　　　　　　　　      遠藤　和也
秘書課長　　　　　　　　　      遠藤　和也
浦安キャンパス事務部長　 　 　   中山　浩之
事務部次長(総務担当)  　            中山　浩之
事務部次長(学務担当)    　          近江　　彰
庶務課長　　　　　　　　          佐野　一浩
経理課長　　　　　　　　　       池田　浩明
管理課長　　　　　　　　          長谷川　勝
学生支援課長　　　　　　          鈴木　洋州
企画広報課長　　　　　　          星　　良治
メディアセンター事務課長　　　永田　美絵

歯学部事務部長　　　　　　　   地下　和弘
事務部次長（総務担当）　　　     竹部　正樹
事務部次長（学務担当）　　　     伊藤　　敦
事務部次長（医療担当）　　　     山中　隆男
庶務課長　　　　　　　　　       竹部　正樹
経理課長　　　　　　　　　       根本　誓子
管理課長　　　　　　　　　       長谷川　勝
学事課長 　   　　　　　　　      伊藤　　敦
メディアセンター事務課長　　　永田　美絵
明海大学病院事務課長        　      掛川　智広
CE担当課長 　　　　       　        山中　隆男
PDI歯科診療所事務課長                 掛川　智広

監査・評価室長　　　　　　      早川　　晃

学　長                         　      　     安井　利一
副学長                           　     　    佐々木康史
副学長                           　     　    西山　佑司
外国語学部長                 　    　    遊佐　　昇
応用言語学研究科長　　　　　   遊佐　　昇
経済学部長                 　　　　    下田　直樹
経済学研究科長         　　　　     下田　直樹
不動産学部長        　  　 　　　   中城　康彦
不動産学研究科長     　 　　　    中城　康彦
ホスピタリティ・ツーリズム学部長   　      草野　　健
歯学部長                    　　　        中嶌　　裕
歯学研究科長　　　　　　　　   中嶌　　裕
浦安キャンパス総合教育ｾﾝﾀｰ長　      佐々木康史
日本語学科主任           　              柳澤　好昭
英米語学科主任            　             津留﨑　毅
中国語学科主任              　           市川　桃子
経済学科主任　　　　　　　       中嶋　隆一
不動産学科主任   　　   　            齋藤　千尋
ホスピタリティ・ツーリズム学科主任            白田　眞一

明海大学病院長　　　 　　         申　　基喆
明海大学病院副病院長   　  　     長谷川彰彦
浦安キャンパスメディアセンター長　　　   朝日　讓治
歯学部メディアセンター長   　    坂上　　宏
歯学部中央研究部長　　　　　   羽毛田慈之
浦安キャンパス教務部長　　　   佐々木康史
浦安キャンパス学生部長　　　   杉浦　雄策
浦安キャンパス副学生部長　　   近江　　彰
歯学部教務学生部長　　　　　   草間　　薫
歯学部副教務学生部長　　　　   大川　周治
浦安キャンパス保健管理ｾﾝﾀｰ所長 　   杉浦　雄策
歯学部保健管理ｾﾝﾀｰ所長　　　   長谷川彰彦
PDI 統括部長　　　　　　　 　   申　　基喆
別科長                       　 　　　    柳澤　好昭
別科教務主任　　       　       　    内田みつ子

学 校 法 人 の 概 要

部　局　等 人数
大学 161
明海大学病院 18
明海大学 PDI 歯科診療所 6

合　　計 185

部　局　等 人数
明海大学病院 150
明海大学 PDI 歯科診療所 39

合　　計 189

■■　監査・評価室

■■　事務局役職者

■■　教学役職者



■　組織図
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学 校 法 人 の 概 要

明海大学 外国語学部

経済学部

不動産学部

ホスピタリティ・
ツーリズム学部

浦安キャンパス
総合教育センター

歯学部

大学院

別　科

メディアセンター（浦安・坂戸）

ファカルティ・ディベロップメントセンター（浦安・坂戸）

アドミッションセンター（浦安・坂戸）

浦安キャンパスキャリアサポートセンター

保健管理センター（浦安・坂戸）

オープンカレッジ

事務局

歯学部事務部

浦安キャンパス事務部

法人事務部

生涯学習講座

教育講座

教養講座

実務・ビジネス講座

スポーツ・健康講座

歯科医師生涯研修部

不動産研究センター

基礎教育部門

人間力形成教育部門

キャリア教育部門

ＰＤＩ統括部

明海大学
ＰＤＩ埼玉歯科診療所

明海大学
ＰＤＩ東京歯科診療所

明海大学
ＰＤＩ浦安歯科診療所

日本語学科

英米語学科

中国語学科

経済学科

不動産学科

歯学科

付属明海大学病院

応用言語学研究科

経済学研究科

不動産学研究科

歯学研究科

日本語研修課程

ホスピタリティ・
ツーリズム学科

※法人の概要は 2013 年５月１日現在（資産の総額を除く）
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■■　教育の質の向上

　浦安キャンパスの4学部では、2010年度に行ったカリキュラム改革により、「基礎教育」「人間力形成教育」
「キャリア形成教育」「専門教育」をバランスよく配置し、実学志向の実践的教育を行ってまいりました。特に
基礎教育の要となる 1年次の必修科目「学修の基礎Ⅰ」では、初回の授業において安井利一学長による講話を実
施し、自己実現のためのモチベーション形成を図りました。また、キャリア形成では、早期からキャリア教育を
進める一方、インターンシップや就活コーチによる個別指導などにより学生の就職活動を強力にサポートすると
ともに、これらの検証結果を踏まえ、次年度に向けてさら
に充実したキャリアサポートシステムを構築いたしました。
これらの取組みとともに学生データベースを利用した懇切
丁寧な学生指導にも注力し、きめ細やかな教育を実践し離
学率の減少を図るなど、入学から卒業・就職まで一貫した
教育の質の向上を図ってまいりました。さらに、外国語学
部では、既設の日本語学科、英米語学科及び中国語学科に、
教員免許状取得や大学院進学に対応した日本語専攻、英米
語専攻及び中国語専攻に加えて、社会が求めるグローバル
人材の育成に特化した「グローバル・スタディーズ専攻」
を 2014 年度から開設すべく、その基本方針を策定いたし
ました。
　一方、歯学部では、臨床に強い歯科医師を育成すべく、徹底した基礎教育と少人数制による専門教育により知
識・技術・感性をバランス良く身に付けさせる教育を実践してまいりました。特に、授業の出欠管理では、学生
データベースを活用し、授業に欠席した学生と父母に対して電子メールで知らせるなど、学生、父母、教職員が
三位一体となったきめ細やかな教育を実践してまいりました。さらに、大学院歯学研究科では、高度な臨床知識
と技術を備えた歯科医師を養成する「高度口腔臨床科学コース」と基礎歯科医学を支える優秀な研究者を養成す
る「口腔生命科学コース」によるコース制を導入するとともに、現役歯科医師に提供している歯科医師生涯研修
プログラムを教育課程に組み込むことで、より専門性の高い人材を育成する体制を整えました。

■■　教育研究環境の充実

　教育研究環境の充実は良質な教育研究を行うために欠かせ
ません。本学は、長期的視点に立ち教育効果・優先順位等を
勘案した上で、施設・設備の充実に取組んでまいりました。
　浦安キャンパスでは、年次計画の一環として講義棟１階
2102 講義室のレイアウト変更をはじめとした大幅な改修を
行い、オープンキャンパスや公開講座など多目的に利用でき
る AV講義室として整備しました。また、サイバーキャンパ
スの一環として学生情報提供システムの構築及び学内無線
LAN 環境を整備し、授業や学生生活に関する情報取得や携
帯電話・パソコンなどでの通信の利便性を向上させました。
さらに、就職支援体制の強化の一環として、相談ブースや就

職活動用のパソコンを設置した指導スペースをより機能的に
リニューアルし、学生が就職活動の拠点として利用できる環
境を整えました。より快適なキャンパスライフを提供するた
めに、ゆったりとした談話スペースを配した学生ホールのリ
ニューアルも行いました。
　歯学部では、機能的研究に欠かせないパッチクランプ実験
装置装備マルチ刺激共焦点レーザー顕微鏡の導入など教育研
究設備の充実を図る一方、学生食堂の機能向上、学生用ロッ
カーの入替を進めるなど学生の利便性向上にも配慮しまし
た。また、キャンパスの美観向上、施設・設備の機能向上や
老朽化対策についても引き続き取組み、教育研究環境の改善・
充実を図りました。
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　浦安キャンパスでは、文部科学省が掲げる「地（知）の拠
点整備事業」に先がけ、早くから地域住民の生涯学習推進の

■■　地域交流と社会貢献の推進

ためにオープンカレッジを開設し、ビジネス・趣味・スポー
ツなどの魅力的な講座を提供してまいりました。今年開設 20
周年を迎えたオープンカレッジは生涯学習の拠点として COC
（Center of Community）機能を果たし、地域社会に貢献を続
けています。また、専門性の高い学術書や世界各国の雑誌な
ど約28万冊の蔵書を誇る図書館は市民に開放され、地域の情
報拠点としての役割を果たしています。
　歯学部では、付属病院や PDI 歯科診療所による高度な歯科
医療サービスの提供をはじめ、高齢化社会に伴いニーズが高
まっている訪問診療の推進、近隣地域の歯科医師との連携、

■■　入学者の状況

学　部　等 学 科 ･ 研 究 科 等 入学定員 志願者 入学者

外国語学部

日本語学科 　　80 　 114 　　58

英米語学科 　 200 446 207

中国語学科 　　70 50 　　34

経済学部 経済学科 　 400 636 379

不動産学部 不動産学科 　 250 238 168

ホスピタリティ・ツーリズム学部 ホスピタリティ・ツーリズム学科 　 200 487 233

歯学部 歯学科 　 120 489 120

学　部　計   1,320   2,460   1,199

大学院

応用言語学研究科 　　20 　　30 12

経済学研究科 　　15 　20 13

不動産学研究科 　　18 10 7

歯学研究科 　　18 19 　　18

大 学 院 計   71   79  50

別科 日本語研修課程   　 65 17 16
　
（注記）
　　1．浦安キャンパスの 3年次編入学及び歯学部の欠員補充を除く
　　2．別科の志願者及び入学者数には C日程を含まない

2013 年度入学試験結果

　2013 年度入学試験は、外国人留学生の大幅な減少があったにもかかわらず、学部の志願者総数は 2,460 人で
前年度対比54人減（2.1％減）と前年度並みとなりました。入学者総数は入学定員1,320人に対し1,199人で、
定員充足率は 90.8％となりました。
　なお、ホスピタリティ・ツーリズム学部では、高い就職率や企業と連携した実践的な教育がマスメディアに取
り上げられた影響もあり、前年度対比 41.6％の志願者増となりました。

歯科医師が不足する地域への歯科医師派遣などに取り組んでま
いりました。また、臨床歯科医学向上のため、1999 年から我
が国唯一の生涯研修プログラムとして行っている歯科医師生涯
研修では、現役歯科医師のために最新の理論・技術の提供を続
け、2013年度は新宿に新拠点を設置し一層の充実を図ります。
　大学全体では、社会の関心が高いテーマを採り上げた公開講
座を毎年開催するとともに、キャンパスが立地する浦安市や坂
戸市とは、専門家の派遣や助言、イベントへの学生・教職員の
参加などの行政施策面での協力・支援を通し、協力関係を深め
てまいりました。
　また、震災復興ボランティアをはじめとした学生ボランティ
ア派遣も積極的に行ってまいりました。



資 金 収 支 計 算 書
　　　　　　　　　　　　　　　　2012年 4月 1日から2013年 3月 31日まで　　　　　　　　　　　　（円）
　収　入　の　部

科　　　　　　　　目　　　　 予　　算 決　　算 差　　異
学生生徒等納付金収入 6,518,630,000 6,488,414,611 30,215,389
手数料収入 73,120,000 78,826,140 △ 5,706,140
寄付金収入 0 18,680,000 △ 18,680,000
補助金収入 780,760,000 1,004,257,418 △ 223,497,418
　国庫補助金収入 780,322,000 1,003,885,000 △ 223,563,000
　地方公共団体補助金収入 438,000 372,418 65,582
資産運用収入 2,030,673,000 4,143,999,553 △ 2,113,326,553
資産売却収入 10,050,000,000 9,732,774,787 317,225,213
事業収入 272,528,000 255,092,731 17,435,269
医療収入 1,892,000,000 1,863,435,061 28,564,939
雑収入 58,381,000 139,555,941 △ 81,174,941
前受金収入 1,149,537,000 1,081,235,735 68,301,265
その他の収入 9,788,601,892 9,866,057,612 △ 77,455,720
資金収入調整勘定 △ 1,290,710,370 △ 1,332,628,410 41,918,040
前年度繰越支払資金 13,374,737,261 13,374,737,261

収入の部合計 44,698,257,783 46,714,438,440 △ 2,016,180,657

支　出　の　部 
科　　　　　　　　目　　　　 予　　算 決　　算 差　　異

人件費支出 5,456,550,000 5,322,211,019 134,338,981
教育研究経費支出 2,626,751,345 2,475,509,574 151,241,771
管理経費支出 805,523,548 798,543,471 6,980,077
施設関係支出 21,218,000 72,340,972 △ 51,122,972
設備関係支出 221,826,155 247,524,425 △ 25,698,270
資産運用支出 16,600,571,000 20,161,430,183 △ 3,560,859,183
その他の支出 2,602,850,428 2,617,070,870 △ 14,220,442

〔予　備　費〕
〔 72,995,048 〕

213,386,952 213,386,952
資金支出調整勘定 △ 506,324,357 △ 621,303,165 114,978,808
次年度繰越支払資金 16,655,904,712 15,641,111,091 1,014,793,621

支出の部合計 44,698,257,783 46,714,438,440 △ 2,016,180,657
　
　（注記）
　　予備費　72,995,048 円の使用額は次のとおりである。
　　　　教育研究経費支出　40,087,345 円　　　　　
　　　　管理経費支出　　　30,806,548 円
　　　　設備関係支出             2,101,155 円  　　　　　　
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■　第 43期（2012 年度 ) 決算
　第 43期（2012 年度）決算は、帰属収入が前年度決算対比－ 3.6％、5億 1,868 万円減の 140 億 3,261 万円
となりました。
　消費収入では、寄付金が 949 万円増、資産運用収入が 1億 2,477 万円増、事業収入が 1,674 万円増となる一
方、学生生徒等納付金が学生数の減少により 1億 3,273 万円減、補助金が 2011 年度で震災復旧が完了したこ
とにより４億3,159万円減、資産売却差額が1億 4,663万円減、医療収入が3,455万円減となりました。また、
基本金は計画に基づき 71億 7,865 万円を組入れ、消費収入の合計は 68億 5,397 万円となりました。
　消費支出では、人件費が 1,487 万円減、教育研究経費・管理経費が 2011 年度で震災復旧が完了したことに
より 13億 3,525 万円減、資産処分差額が 6億 8,001 万円減となったことなどにより、全体では前年度決算対
比－ 15.8％、20億 5,712 万円減の 109 億 5,555 万円となりました。
　これにより 2012 年度支出超過額は 41億 158 万円となり、翌年度繰越消費支出超過額が 16億 1,987 万円と
なりました。

決   算   報   告



消 費 収 支 計 算 書
　　　　　　　　　　　　　　　　2012年 4月 1日から2013年 3月 31日まで　　　　　　　　　　　　（円）
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消  費  収  入  の  部
科　　　　　　　　目　　　　 予　　算 決　　算 差　　異

学生生徒等納付金 6,518,630,000 6,488,414,611 30,215,389
手数料 73,120,000 79,047,540 △ 5,927,540
寄付金 0 27,695,431 　△ 27,695,431
補助金 780,760,000 1,004,257,418 △ 223,497,418
　国庫補助金 780,322,000 1,003,885,000 △ 223,563,000
　地方公共団体補助金 438,000 372,418 65,582
資産運用収入 2,030,673,000 4,143,999,553 △ 2,113,326,553
資産売却差額 0 31,002,409 △ 31,002,409
事業収入 272,528,000 255,092,731 17,435,269
医療収入 1,892,000,000 1,863,435,061 28,564,939
雑収入 58,381,000 139,668,005 △ 81,287,005

帰属収入合計 11,626,092,000 14,032,612,759 △ 2,406,520,759

基本金組入額合計 △ 7,359,943,000 △ 7,178,647,335 △ 181,295,665

消費収入の部合計 4,266,149,000 6,853,965,424 △ 2,587,816,424

消  費  支  出  の  部 
科　　　　　　　　目　　　　 予　　算 決　　算 差　　異

人件費 5,409,816,000 5,292,407,780 117,408,220
教育研究経費 3,315,638,345 3,119,637,527 196,000,818
管理経費 906,256,548 908,302,319 △ 2,045,771
資産処分差額 0 1,587,964,388 △ 1,587,964,388
徴収不能額 30,128,000 30,057,167 70,833
徴収不能引当金繰入額 36,966,000 17,179,000 19,787,000

〔予　備　費〕
〔 70,893,893 〕

215,488,107 215,488,107

消費支出の部合計 9,914,293,000 10,955,548,181 △ 1,041,255,181

当年度消費支出超過額 5,648,144,000 4,101,582,757

前年度繰越消費収入超過額 2,481,708,677 2,481,708,677

翌年度繰越消費支出超過額 3,166,435,323 1,619,874,080
　
　（注記）
　　予備費　70,893,893 円の使用額は次のとおりである。
　　　　教育研究経費　40,087,345 円　　　　　
　　　　管理経費　　　30,806,548 円

決  算  報  告
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貸  借  対  照  表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2013年 3月 31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）

資　産　の　部
科　　　　　　　　目　　　　 本  年  度  末 前  年  度  末 増   　減

固定資産 128,629,278,697 127,212,473,466 1,416,805,231
　有形固定資産 40,249,926,636 40,655,091,816 △ 405,165,180
　　土地 27,283,014,283 27,283,014,283 0
　　建物 8,524,624,665 8,860,981,430 △ 336,356,765
　　構築物 369,405,927 459,514,210 △ 90,108,283
　　教育研究用機器備品 789,757,695 792,523,163 △ 2,765,468
　　その他の機器備品 47,686,350 62,240,977 △ 14,554,627
　　図書 3,235,230,718 3,196,403,759 38,826,959
　　その他 206,998 413,994 △ 206,996
　その他の固定資産 88,379,352,061 86,557,381,650 1,821,970,411
　　有価証券 2,683,758,722 7,888,966,036 △ 5,205,207,314
　　長期貸付金 30,254,409 32,974,921 △ 2,720,512
　　退職給与引当特定資産 3,237,572,271 3,267,375,510 △ 29,803,239
　　第 2号基本金引当資産 7,710,000,000 7,239,000,000 471,000,000
　　第 3号基本金引当資産 74,203,000,000 67,603,000,000 6,600,000,000
　　その他 514,766,659 526,065,183 △ 11,298,524
流動資産 15,933,398,422 14,314,172,465 1,619,225,957
　　現金預金 15,641,111,091 13,374,737,261 2,266,373,830
　　未収入金 188,520,171 840,109,535 △ 651,589,364
　　貯蔵品 15,671,802 16,140,118 △ 468,316
　　短期貸付金 6,074,147 5,466,975 607,172
　　その他 82,021,211 77,718,576 4,302,635

資産の部合計 144,562,677,119 141,526,645,931 3,036,031,188

負　債　の　部 
固定負債 3,237,572,271 3,267,375,510 △ 29,803,239
　　退職給与引当金 3,237,572,271 3,267,375,510 △ 29,803,239
流動負債 1,781,272,687 1,792,502,838 △ 11,230,151
　　未払金 614,978,808 612,682,423 2,296,385
　　前受金 1,081,235,735 1,094,405,620 △ 13,169,885
　　預り金 85,058,144 85,414,795 △ 356,651

負債の部合計 5,018,844,958 5,059,878,348 △ 41,033,390

基  本  金  の  部
第 1号基本金 58,550,706,241 58,443,058,906 107,647,335
第 2号基本金 7,710,000,000 7,239,000,000 471,000,000
第 3号基本金 74,203,000,000 67,603,000,000 6,600,000,000
第 4号基本金 700,000,000 700,000,000 0

基本金の部合計 141,163,706,241 133,985,058,906 7,178,647,335

消 費 収 支 差 額 の 部 
翌年度繰越消費収入超過額 △ 1,619,874,080 2,481,708,677 △ 4,101,582,757

消費収支差額の部合計 △ 1,619,874,080 2,481,708,677 △ 4,101,582,757

負債・基本金・消費収支差額の部合計

負債の部、基本金の部及び消費収支差額の部合計 144,562,677,119 141,526,645,931 3,036,031,188
　

決  算  報  告



（注記）
１．重要な会計方針
　①引当金の計上基準
　　徴収不能引当金
　　　　債権の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。
　　退職給与引当金
　　　　退職金の支給に備えるため、期末要支給額 3,237,572,271 円を 100％計上している。
　②その他の重要な会計方針 
　　有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　移動平均法に基づく原価法である。
　　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　最終仕入原価法による原価法である。
　　外貨建資産・負債等の本邦通貨への換算基準
　　　　外貨建短期金銭債権債務については、期末時の為替相場により円換算しており、外貨建長期金銭債権債務に
　　　　ついては、取得時又は発生時の為替相場により円換算している。     
　　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法
　　　　預り金に係る収入と支出は総額で表示している。
　　食堂その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法
　　　　補助活動に係る収支は総額で表示している。       
　　減価償却の方法          
　　　　残存価額を零円とする定額法による減価償却を実施している。主な耐用年数は以下のとおりである。
　　　　建物 60年　構築物 15年　機器備品 7年　ソフトウェア 5年     
２．重要な会計方針の変更等　　なし
３．減価償却額の累計額の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　          　20,323,662,119 円
４．徴収不能引当金の合計額　　　　　　　    　　   　    　　　　　　　　　          22,865,662 円
５．担保に供されている資産の種類及び額 　なし 
６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額       92,711,289 円
７．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項
　　（以下省略）

財　産　目　録　　
    　　　　　　　　　　　　　　　　　（2013 年 3月 31日現在）　　　　　　　　　　　　（円）    
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決  算  報  告

　資　　産
 　　　　科　　　　　目 数　　　量 金　　額
　　　基本財産 123,304,740,579
　　　　土地 265,700.369 ㎡ 24,642,234,887
　　　　建物 91,574.18 ㎡ 8,524,624,665
　　　　図書 422,321 冊 3,235,230,718
　　　　教具・校具及び備品 28,058 点 837,444,045
　　　　その他の基本財産 86,065,206,264
　　　運用財産 21,257,936,540
　　　　現金・預金　 15,641,111,091
　　　　その他の運用財産 5,616,825,449
　　資産総額 144,562,677,119
　負　　債
　　　固定負債 3,237,572,271
　　　　退職給与引当金 3,237,572,271
　　　流動負債 1,781,272,687
　　　　前受金 1,081,235,735
　　　　その他の流動負債 700,036,952
　　負債総額 5,018,844,958
　正 味 財 産
　　正味財産（資産総額－負債総額） 139,543,832,161
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■■　学生生徒等納付金・奨学給付

　学生生徒等納付金は、64 億 8,841 万円で前年度対比 1億
3,273 万円の減となりました。
　主な要因は、歯学部における歯学教育充実費の納入方法の
変更等により１億 4,305 万円増加する一方、浦安キャンパス
の在籍学生数の減少が影響し２億 7,579 万円減少したことに
よるものです。
　なお、奨学費は 4億 6,677 万円で前年度対比 6,279 万円の
増となりました。これは、成績優秀者・スポーツ奨励等に対
する奨学金、私費外国人留学生学費減免、資格等取得奨励奨
学金及び東日本大震災による罹災学生への奨学費の増加が主
なものです。

■■　補助金

　補助金は 10億 426 万円で、前年度対比 4億 3,159 万円の
減となりましたが、震災関連を除いた比較では 7億 3,374 万
円の増加となりました。
　このうち、私立大学等経常費補助金は、教育研究経費比率
の向上と翌年度繰越収入超過額の減少等に伴う補助金算定の
増減率の改善、外国人留学生関連補助の増加等による影響で
大幅に増加し 8億 9,890 万円となりました。また、文部科学
省関係補助金では、研究設備補助（歯学部レーザー顕微鏡）
2,272 万円、ICT 活用推進事業補助（浦安キャンパス無線
LAN設備）519 万円、大学改革推進等補助金（浦安キャンパ
ス FD委員会）66万円の合計 2,857 万円となりました。
　このほか、埼玉県歯科医師臨床研修補助金は 7,641 万円、
千葉県結核予防費補助金は 37万円となっております。

■　資産運用収入

　年度前半においては円高が続いておりましたが、自民党へ
の政権交代、日銀総裁の交代を機にデフレからの脱却を目指
す政策が打ち出され、短期間で円安へと向かい決算を迎えた
という状況でありました。
　このような中で 2012 年度の資産運用収入は受取利息・配
当金 41 億 2,770 万円、施設設備利用料 1,630 万円の合計
41 億 4,400 万円を計上し前年度対比 1億 2,477 万円の増と
なりました。なお、受取利息・配当金に 2012 年度中の償還
に伴う有価証券売却差額及び有価証券処分差額を加減した純
運用実績は前年度対比で 6億 7,425 万円増の 26億 603 万円
と、予算を約 6億円上回る実績となりました。
　今後とも、安全性の確保に十分留意しながら、安定した収
入を得られるよう慎重な運用を行ってまいります。

主 要 科 目 の 決 算 額 推 移

学生生徒等納付金
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補助金
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■■　医療収入

　医療収入は、18 億 6,344 万円で、前年度対比 3,455 万円
の減となりました。
　内訳は、付属病院が 279 万円増の 13 億 3,837 万円、PDI
各診療所のうち埼玉が 3,388 万円減の 3億 4,358 万円、東京
が1,331万円減の5,254万円、浦安が985万円増の1億2,894
万円となっております。
　特に、PDI 埼玉歯科診療所は、前年度対比 9.0％減となりま
したが、その主な要因は歯科医師数の不足に伴う診療件数の
減少等によるものです。
　2013 年度は、これらの対策として計画的な歯科医師の確
保を推進し、診療体制のより一層の強化を図ってまいります。

■■　人件費

　人件費は 52 億 9,241 万円で、前年度対比 1,487 万円の減
となりました。
　これは、教育、研究及び診療体制の維持・向上を図りつつ、
社会的合理性のある賃金水準を維持しながら、適正な人事管
理と評価を実施したことによります。
　特に、定年退職等に伴う教職員の補充人事にあたっては、
組織の活性化を図ることを目的に、年齢構成等にも配慮しつ
つ比較的若手の採用を進めてきたことが人件費の恒常的な増
加を抑える結果となりました。
　引き続き、教育、研究及び診療体制の維持・向上を図りつ
つ、安定的な人件費支出を維持できるよう努めてまいります。

■■　教育研究経費・管理経費

　教育研究経費・管理経費は合計 40 億 2,794 万円で、前年
度対比 13億 3,525 万円の減となりました。
　主な要因は、震災復旧経費 12 億 7,998 万円、歯学部学費
改定に伴う歯学教育充実費の返還 8,577 万円の合計 13 億
6,575 万円が 2011 年度で完了したことに加え、管理経費の
節減に努めたことによるものです。
　なお、2011 年度から実施している被災学生に対しての学
費減免に係る支出は前年度対比 173 万円増の 3,767 万円とな
りましたが、これらの特別な支出を除いた教育研究経費・管
理経費は 2011 年度とほぼ同水準となりました。
　引き続き、経費節減を図りつつ重点項目には適正な支出を
行うメリハリのある執行に努めてまいります。

主 要 科 目 の 決 算 額 推 移 

医  療  収  入
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■■　資金収支計算書推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
　　　　　 　　2010 年度 　　2011 年度 　　2012 年度

収　入　の　部
学生生徒等納付金収入 8,352,912 6,621,149 6,488,415
手数料収入 83,975 78,884 78,826
寄付金収入 10,160 　10,965 18,680
補助金収入 353,017 1,435,848 1,004,257
　国庫補助金収入 352,612 1,435,456 1,003,885
　地方公共団体補助金収入 405 392 372
資産運用収入 3,659,599 4,019,233 4,144,000
資産売却収入 5,245,776 7,385,262 9,732,775
事業収入 283,582 238,354 255,093
医療収入 1,829,023 1,897,989 1,863,435
雑収入 49,151 63,681 139,556
前受金収入 1,200,360 1,093,996 1,081,236
その他の収入 15,220,653 12,104,828 9,866,058
資金収入調整勘定 △ 1,714,142 △ 2,103,475 △ 1,332,628
前年度繰越支払資金 12,668,347 13,386,911 13,374,737
収入の部合計 47,242,414 46,233,625 46,714,438

支　出　の　部 
人件費支出 5,331,312 5,307,576 5,322,211
教育研究経費支出 2,511,493 3,477,087 2,475,510
管理経費支出 905,237 1,115,529 798,543
施設関係支出 264,943 113,142 72,341
設備関係支出 279,886 251,012 247,524
資産運用支出 22,362,714 20,674,233 20,161,430
その他の支出 2,802,123 2,541,277 2,617,071
資金支出調整勘定 △ 602,205 △ 620,968 △ 621,303
次年度繰越支払資金 13,386,911 13,374,737 15,641,111
支出の部合計 47,242,414 46,233,625 46,714,438
　

決 算 3 期 比 較

※記載金額は、単位未満を四捨五入して表示しています。
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　　　　　 　　2010 年度 　　2011 年度 　　2012 年度
消  費  収  入  の  部
学生生徒等納付金 8,352,912 6,621,149 6,488,415
手数料 84,150 79,087 79,048
寄付金 21,573 18,204 27,695
補助金 353,017 1,435,848 1,004,257
　国庫補助金 352,612 1,435,456 1,003,885
　地方公共団体補助金 405 392 372
資産運用収入 3,659,599 4,019,233 4,144,000
資産売却差額 4,130 177,633 31,002
事業収入 283,582 238,354 255,093
医療収入 1,829,023 1,897,989 1,863,435
雑収入 49,239 63,793 139,668
帰属収入合計 14,637,226 14,551,291 14,032,613
基本金組入額合計 △ 13,459,750 △ 10,269,232 △ 7,178,647
消費収入の部合計 1,177,476 4,282,059 6,853,965

消  費  支  出  の  部 
人件費 5,315,249 5,307,280 5,292,408
教育研究経費 3,193,190 4,143,506 3,119,638
管理経費 1,022,438 1,219,680 908,302
資産処分差額 969,597 2,267,979 1,587,964
徴収不能額 28,723 37,383 30,057
徴収不能引当金繰入額 29,007 36,845 17,179
消費支出の部合計 10,558,204 13,012,673 10,955,548
当年度消費支出超過額 9,380,728 8,730,613 4,101,583
前年度繰越消費収入超過額 20,593,050 11,212,322 2,481,709
翌年度繰越消費収入超過額 11,212,322 2,481,709 △ 1,619,874
　

■■　消費収支計算書推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

決 算 3 期 比 較

※記載金額は、単位未満を四捨五入して表示しています。
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■■　貸借対照表推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
　　　　　 　　2010 年度 　　2011 年度 　　2012 年度

資　産　の　部
固定資産 126,442,186 127,212,473 128,629,279
　有形固定資産 41,045,627 40,655,092 40,249,927
　その他の固定資産 85,396,559 86,557,382 88,379,352
流動資産 13,642,369 14,314,172 15,933,398

資産の部合計 140,084,555 141,526,646 144,562,677

負　債　の　部 
固定負債 3,267,672 3,267,376 3,237,572
流動負債 1,888,734 1,792,503 1,781,273
負債の部合計 5,156,406 5,059,878 5,018,845

基  本  金  の  部
第 1号基本金 58,244,827 58,443,059 58,550,706
第 2号基本金 6,768,000 7,239,000 7,710,000
第 3号基本金 58,003,000 67,603,000 74,203,000
第 4号基本金 700,000 700,000 700,000
基本金の部合計 123,715,827 133,985,059 141,163,706

消 費 収 支 差 額 の 部 
消費収支差額の部合計 11,212,322 2,481,709 △ 1,619,874

負債・基本金・消費収支差額の部　合計
負債の部、基本金の部及び消費収支差額の部　合計 140,084,555 141,526,646 144,562,677
　

決 算 3 期 比 較

※記載金額は、単位未満を四捨五入して表示しています。
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監  査  報  告  書 

平成２５年５月２１日

監　査　報　告　書

 学校法人　明海大学

 　理事長　宮　田　　侑　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人　明海大学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監　事　　永　松　榮　司

　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監　事　　小　笠　原　昭

　　　　

　私たちは、学校法人明海大学の監事として、私立学校法第３７条第３項の規定に基づ

き、同法人の平成２４年度（平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで）にお

ける計算書類（資金収支計算書、消費収支計算書、貸借対照表、財産目録並びに附属明

細表）及び法人の業務と財産に関し監査を行いました。

　私たちは監査にあたり、理事会・評議員会に毎回出席するほか理事から業務の報告を

聴取し、理事会・評議員会議事録等重要な決裁書類を閲覧・精査、明和監査法人の会計

監査にその都度立会・質問するなど必要と思われる業務を実施しました。

　監査の結果、私たちは、法人の業務内容・決定及び執行は適切であり、財産目録及び

計算書類は会計帳簿の記載と合致し、法人の収支及び財産の状況を適正に表示しており、

法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反する重大な事実

はないものと認めました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上
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■■　外国語学部教育課程の抜本的改革に着手

　グローバル社会の進展とともに、企業活動はもちろんのこと、あらゆる分野の社会経済活動において、諸外国
との関わりは避けて通ることのできない時代になってきています。
　そこで、社会が求めるグローバル人材を育成するために、予てより外国語学部教育課程の抜本的改革の検討を
重ね、今般、その基本方針がほぼ固まりました。
　外国語学部の新たな教育課程は、既存の日本語・英米語・中国語の 3学科に、教員免許状取得や大学院進学
にも対応した日本語専攻、英米語専攻及び中国語専攻を置きつつ、新たな発想の下、社会が求めるグローバル人
材の育成に特化した「グローバル・スタディーズ専攻」（以下「GSM」という。）を、2014 年度から 3学科そ
れぞれに開設する方向で具体的検討に入りました。
　日本語学科の GSMは日本語・日本文化と外国語運用能力に加えて日本とアジア地域の文化とビジネスを中心

に学びます。英米語学科の GSMは英語を
主とする外国語運用能力に加えて英米語
圏の文化とビジネスを中心に学びます。
さらに、中国語学科の GSM は中国語を
主とする外国語運用能力に加えて中国・
ASEAN 地域の文化とビジネスを中心に学
びます。
　いずれの GSMにおいても、① 2言語学
修、 ②他専攻科目の柔軟な履修　③諸外
国・地域の文化・社会・経済・ビジネス
等を幅広く学ぶ地域研究科目の開設、④
海外留学・海外研修・インターンシップ・
ボランティアのいずれか一つを必須化、
⑤ 4年一貫少人数制ゼミ導入、⑥柔軟な
専攻の変更等、特色ある教育課程の編成
方針が打ち出されています。
　時代の要請に即した専攻の開設により、
新たな受験者層への訴求とより優秀な学
生の確保に繋がるものと確信しています。

英米語学科

日本語学科 中国語学科

グローバル
・

スタディーズ
関連科目

英米語
＋

英米語圏の文化とビジネスを
中心に学ぶ

日本語
＋

日本・アジア地域の
文化とビジネスを
中心に学ぶ

中国語
＋

中国・ASEAN地域の
文化とビジネスを
中心に学ぶ

（他専攻科目）

（他専攻科目）（他専攻科目）

　4月 3日、2013 年度入学式が浦安キャンパスで行われ、
学部、大学院、別科に計1,311人の新入生を迎え入れました。
　安井利一学長は入学許可を宣した後、建学の精神をはじめ
とした本学の特色について紹介した上で、「明海大学で学ぶ
ことにより自分の夢・目標を掴み取る力をつけてほしい。そ
して自己を確立し社会の一員としてこれからの社会を作り上
げていくことを期待しています。」と学長告辞を述べると、
新入生代表宣誓に立った島田桃香さん（日本語学科）が「建
学の精神に基づき、国際的視野を持った有為な社会人となる
ように努めます」と応えました。
　続いて宮田侑理事長は、「社会の急激な変化に対応するた
めに自らも日々モデルチェンジしていく必要があります。自分の財産となる『能力』を身に付け、グローバルな
社会で力強く生きていけるようになることを期待しています」と新入生に激励の言葉を贈りました。

■■　希望を胸に 1,311 人が入学

■■　就職サポートを大幅に強化

　厳しい雇用環境が続く中、浦安キャンパスでは 2013 年度から就職支援体制を一新、MGO（※）と名付けた
新キャリアプログラムにより、全学生に対する個別指導・支援体制の構築をはじめ、機能的な就職指導スペース
へのリニューアル、入学時からのキャリア教育の拡充などを進め、就職率 100％をめざします。
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■■　国際性を涵養する海外研修・留学制度

　建学の精神を具現化するために、開学以来、学生の国際性
の涵養に注力してまいりました。2012年度までに構築した国
際交流ネットワークは世界 11か国・地域 36大学を数え、こ
のネットワークを最大限に活用し、海外留学・研修制度を積
極的に推進しています。2012 年度には、185 人の学生を海
外研修・留学へ送り出しました。
　歯学部では UCLA（アメリカ）、北京大学（中国）、トゥ
ルク大学（フィンランド）をはじめとした海外協定校 8校へ
34人の学生を派遣し、各国の歯科医療の現状を学ばせるとと
もに歯科医師をめざす現地の学生との交流を通してグローバ
ルな感性を身につける機会を設けました。

　浦安キャンパスでは 151 人の学生を、アメリカ、ヨーロッパ、アジア、オセアニアなど世界各国へ派遣。短
期海外研修から長期海外留学制度にわたり、各学部の教育目的に合わせて語学研修、異文化体験、経済活動体験、
環境政策や不動産経営の研修などを経験させました。
　また、留学費用をサポートする奨学金や成績優秀者を対象とした奨学海外研修派遣制度などにより学生の海外
研修・留学制度の充実を図っています。

　新体制の目玉となるのは 3・4年次に行われる「就活コー
チング」。このプログラムでは学生一人ひとりにキャリアカ
ウンセラー有資格者の担当コーチがつき、定期面談などによ
り学生の状況を把握しつつ、学生データベースを活用しなが
ら就職決定まで個別指導を行います。全国でも例を見ないき
め細やかな指導体制で個々人に即した就職支援を行うことに
より、一層の就職率の向上をめざします。
　また、効果的な個別指導や十分な情報提供を行うため、相
談ブースや就職活動用のパソコンを設置した指導スペースを
より機能的にリニューアル、学生が就職活動の拠点として利

※　MEIKAI UNIVERSITY GROWTH AND OPPORTUNITY THROUGH LEARNING の略

■■　認証評価により大学評価基準に適合と認定

　2012年度、本学は公益財団法人日本高等教育評価機構に
よる認証評価（第三者評価）を受審し、今年 3月に同機構が
定める大学評価基準に適合していると認定されました。本学
が認定を受けるのは 2006年度に続き 2回目となります。
　認証評価は、大学の質を保証することを目的に行われるも
ので、学校教育法によりすべての大学に義務付けられ、7年
以内ごとに文部科学大臣が認証する評価機関の実施する評価
を受ける必要があります。大学の教育の質への社会的関心が
高まる中、認証評価の意義も年々高まっています。
　今回の評価は、「使命・目的等」「学修と教授」「経営・
管理と財務」「自己点検・評価」の４つの基準について詳細

な実施調査などを経て行われ、その結果、本学はすべての基準を満たしていると認められました。なかでも「学
修と教授」の基準については学生の意見・要望をくみ上げる仕組みの整備が、大学教育の改善に大きく寄与して
いると高く評価されました。

用できる環境を整えました。
　さらに、入学時からのキャリア教育では、1，2年時の必修科目を拡充し、早期から就職意識の向上をめざし
ます。
　従来から実施する企業の人事担当者を一堂に招く学内企業セミナーや在学中に就業体験ができるインターン
シップ制度なども一層の充実を図り、万全な体制で学生の就職活動をバックアップしていきます。
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現在の賛助会員数は 2,000人を超えています。
　今年はトレーニングジムなどのスポーツ設備のリニューア
ルをすませ、語学・趣味・資格対策などの講座も充実し、20
周年の節目に合わせた各種イベントも予定されており、一層
利用者らの期待に応えていきます。
　4月 20 日に行われたオープンカレッジ開設 20 周年パー
ティーには、賛助会員や大学関係者約 150 名が参加し、開設
20 周年を祝い親交を深めました。参加者からは「オープン
カレッジは生涯研修の場であるとともに出会いの場にもなり
ました。コミュニティの絆を深めることができたのもオープ
ンカレッジのおかげです」との声が聞かれました。

　「社会に開かれた大学」の趣旨に基づき、生涯学習の推進により地域交流と社会貢献を続けてきたオープンカ
レッジが今年で開設 20周年を迎えました。
　開設以来、充実した設備と社会のニーズに応えたプログラム、割安な料金設定により、多くの地域住民や学生
に利用され、開設以来の総利用者数は延べ211万人に上ります。2012年度には延べ159,060人の利用者があり、

■■　オープンカレッジが地域に貢献して 20年

■■　歯科医師国家試験結果
　厚生労働省から今年 2 月に実施された第
106回歯科医師国家試験の結果が発表されま
した。本学歯学部からは新卒・既卒合わせて
148人が受験し、101人が合格しました。
　本学の合格率は 68.2％で、私立歯科大学・
歯学部 17 校の平均 67.2％を上回る成績とな
りました。内訳を見ると、新卒受験者 110 人
に対して 86 人が合格（合格率 78.2％）、既
卒受験者 38人に対して 15人が合格（合格率
39.5％）となりました。
　なお、来年からは国家試験出題基準の難易
度が上がることから、その厳しさはますます
強くなることが予想されます。本学は新卒受
験者はもちろんのこと、既卒者についても科
目等履修生として受け入れるなど万全の指導
体制を敷き、より高い合格率の達成に向けて
徹底した教育を実践していきます。
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％ 第 106 回歯科医師国家試験合格率

私立歯科大学（新卒・既卒）合計

合格率　平均 67.2％

68.2％

■■　存在意義高まる CE　－新宿に新拠点を開設－

　臨床歯科医学向上のため、本学は姉妹校の朝日大学ととも
に、1999年から現役歯科医師を対象とした歯科医師生涯研修
プログラム（CE）を実施しています。歯科医療の目覚ましい
進歩の中、最新の診療技術や歯科理論を学べるこのプログラ
ムは、本学卒業生以外にも開放し、2012年度は 947 人の受
講者を集めました。これまでの受講者は 7,290 人を数え、地
域医療の中心的な役割を担う歯科医師として全国で活躍され
ています。
　プログラムは「クリニカルベーシックセミナー」「クリニ
カルステップアップセミナー」「アドバンスコース」とベー
シックからアドバンスまで充実し、2012年度は若手からベテ
ラン歯科医師までに対応した 64コースを開講し、受講者から好評を博しました。
　2013年度からは歯科医師の臨床経験に合わせて段階的に学んでいく仕組みを構築し、基礎的臨床教育、実践
的臨床教育、高度専門的臨床教育を一層効果的に行います。また、7月には、受講者が参加しやすい環境を整備
するため、交通至便な新宿に生涯研修の拠点を開設する予定です。
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□　空手道部
【2012 年度】
・東日本大学空手道選手権大会：男子団体組手 ベスト 8
・関東学生空手道個人選手権大会：
　男子個人組手 上田航（経済学科）優勝（本学初）
・全日本学生空手道個人選手権大会：
　男子個人組手　上田航（経済学科）ベスト 16
　女子個人組手　平良麻穂（経済学科）ベスト 32
・関東大学空手道選手権大会
　男子団体組手ベスト 8　女子団体組手ベスト 16
・関東学生空手道体重別選手権大会：
　男子 84kg 級　岡野拳太（経済学科）3位
　女子 68kg 級　齋藤秀穂（経済学科）3位
・全日本大学空手道選手権大会：
　男子団体組手出場　女子団体組手出場　
【2013 年度】
・全日本学生空手道個人選手権大会：4名が出場権獲得

□　ヨット部
【2012 年度】
・関東学生ヨット春季選手権大会：
　大学対抗戦 470 級 2位　スナイプ級 4位　総合 3 位（本学初）
　女子レース 470 級 6位　スナイプ級 3位　総合 4位
・関東学生女子ヨット秋季選手権大会：
　470 級 3位　スナイプ級 4位　総合 4位
・全日本学生女子ヨット選手権大会：
　470 級 8位　スナイプ級 8位　総合 8位
・関東学生ヨット選手権大会
　470 級 4位　スナイプ級 6位　総合 5位
・全日本学生ヨット選手権大会：
　470 級 15位　スナイプ級 9位　総合 11位
・千葉県学生ヨット選手権大会：
　総合 1位（5年連続優勝）
【2013 年度】
・関東学生ヨット春季選手権大会
　大学対抗戦 470 級 4位　スナイプ級 5位　総合 5位
　女子レース 470 級 5位　スナイプ級 3位　総合 4位

□　サッカー部
【2012 年度】
・千葉県大学サッカー選手権大会：優勝
・千葉県大学サッカーリーグ春期 1部：優勝
・千葉県大学サッカーリーグ秋期 1部：2位
・韓国遠征（韓国プロチーム、韓国強豪大学チームと対戦）
【2013 年度】
・千葉県大学サッカー選手権大会：優勝

　発足 7年目を迎える今年は、新たに女子硬式庭球部を体育会に加え、さらなる躍進をめざします。
　各クラブの主な戦績は次のとおりです。

□　女子硬式庭球部
【2013 年度】
・今年度から体育会に加入
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